
はじめに

　交感神経は健康の基盤となる恒常性維持調節に
重要な役割を果たすが, その働きについては長らく
心拍数, 血圧, 末梢血流などの間接的な指標を用い
て評価されてきた. しかし, ヒト交感神経活動が直接
観察できるようになり（Hagbarth & Vallbo 1968）,
生活活動や環境ストレスに対する交感神経調節
に関する多くの知見が蓄積されてきている. 本稿
では, 生活活動で遭遇する心理的, 物理・化学的
環境ストレス, さらには運動時に交感神経がどの
ような活動を示すか, 神経活動の直接観察から眺
める. そのうえで健康の維持増進やスポーツ活動
における交感神経の役割について考える.

1. 交感神経活動の観察
　ヒトで直接観察できる交感神経活動は, 交感
神経節を経由し, すべての器官や組織に達する末
梢神経から記録することができる. 実際の記録は
下肢では脛骨, 腓骨神経, 上肢では正中, 橈骨神
経を対象とし, 直径0.1～0.2mm の金属電極を神
経に直接刺入して活動電位を導出する. 骨格筋
支 配 の 交 感 神 経 活 動 が 筋 交 感 神 経 活 動

（MSNA: Muscle Sympathetic Nerve Activity）,
皮膚支配の交感神経活動が皮膚交感神経活動

（SSNA: Skin Sympathetic Nerve Activity）で
ある（斉藤1990）. MSNA は血管を支配しその収縮
を司るのに対し SSNA は皮膚血管だけでなく, 汗
腺（発汗）および立毛筋を調節する神経も含む.

2. 安静の交感神経活動
（1）血圧と MSNA
　安静時の MSNA は心拍に同期した群発性の
バースト活動としてみられ（図１）,  その活動は動
脈血圧下降時に増加し, 上昇時に休止することで
動脈血圧を一定に保つ. 正常血圧者および高血圧
疾患者ともに動脈血圧の変動に呼応して MSNA
は変化するが, 1分間のバースト発射数（BF:Burst 
Frequency）または 100 心拍数当りのバースト発
射数（BI:Burst Incidence）で定量した MSNA は
健常者に比べて高血圧疾患者が高い（Anderson 
et al. 1989）.

（2）個人差
　安静の MSNA は, 個人間で大きなばらつきが
みられ, BIは5～95 バースト/分 の 範 囲である

（Sundlöf & Wallin 1977）. しかし, 個人内変動
は小さく数か月から 1 年間隔の測定ではほとんど
差が認められない. 10 年程度の間隔で測定した
結果では バースト数は加 齢とともに増 加 する

（Fagius & Wallin 1993）. BF および BI の個人
差をもたらす要因として, 遺伝, 性差, 肥満・痩身

（Body Mass Index：BMI）, 心機能があげられ
る. 一卵性兄弟ではBF のばらつきが二卵性兄弟
より小さく, 遺 伝 的 要 素 が 強 い（Wallin et al. 
1993）. 性差については, 若年成人の場合, 女性は
男性より低い（Matsukawa et al. 1998）. これに
は性ホルモンが関係する（Hart et al. 2009）. 肥
満者は痩身者より活動は高く, MSNA は BMI に
比例して強くなる. 特にBMI が25 を超えると明ら

かに増加する. これに対し, 痩身者は平均的な
BMI 者より低い（Scherrer et al. 1994）. 最近, 一
回拍出量が大きい人の MSNA は低い傾向にあり,
心機能と MSNA は反比例することが報告された

（Charkoudian et al. 2005）. 心拍出量を決める
一回拍出量と末梢血管を調節する MSNA との間
に密接な関係があることは, 循環調節に対する
MSNA の役割を考えるうえで重要である.
(3) 体力
　Svedenhag et al. (1984) は鍛錬者と非鍛錬者
の MSNA を比較し, 差がないと報告している.
MSNA の個人差には様々な要因が関係し, しかも
大きなばらつきがみられることから（Sundlöf  
& Wall in 1977）, 安 静 MSNA の強さと体 力

（V・O2max: 最大酸素摂取量）とは直接結び付か
ないと考えられる.

（4）加齢
　MSNA は加齢とともに高まるが, 40 歳頃まで
は平均血圧と MSNA の間に有意な関係は認めら
れない（Iwase et al . 1991, Narkiewicz et al . 
2005）. 50 歳を超えると平均血圧の上昇と MSNA 

の亢進が同時に進む. 若年女性の MSNA は, 同
年齢の男性より低いが, 閉経期以降その活動は高
まり同時に平均血圧が高まる（Narkiewicz et al. 
2005）. 女性の高血圧が中高年期から高くなる要
因として女性ホルモン分泌の減少に伴う MSNA
の亢進が関係する（Hart et al. 2012）.

3. 生活活動と MSNA
（1）姿勢
　寝る（臥位）, 座る, 立つは日常的な行動であるが,
循環動態は重力に大きく影響される. 臥位から立つ
と血液が下肢に移動し, 静脈還流が減少して脳貧
血の要因となる. これに対し MSNA は強力な活動
で全身の血管を収縮して血圧の低下を抑え, 脳貧
血を防ぐ（図２）. これは循環動態の恒常性を脅か
す重力に対し MSNA が瞬時に対応し, 脳貧血に
よる失神や転倒を未然に防ぐ重要な調節である

（Iwase et al. 1987）. この調節はきわめて敏感に反
応し, 水平臥位から立位まで体を起こすと傾斜角度
に比例して直線的に MSNA が強くなる（Iwase et 
al. 1987）. 具体的には, 椅座姿勢または立位姿勢

の MSNA（BF）はそれぞれ臥位の 1.6 倍, 2.0 倍に
高まる（Burke et al. 1977, 斉藤ら 1988a）.

（2）環境温度
　手首まで冷水に浸すと MSNA および SSNA
は激しく高まり, 皮膚および筋の血流が減少する

（Fagius et al. 1989）. これは皮下にある温度お
よび侵害受容器刺激に伴う反射性交感神経活動
の高進であり, 皮膚からの放熱を抑制し, 同時に骨
格筋血流を抑え, 体温の低下を防ぐ. 全身の寒冷
刺激でも MSNA は高まり筋血流が低下し血圧
が高まる（Fagius & Key 1991）. これに対して高
温環境では心拍数の増加に加え MSNA および
SSNA は亢進する（Niimi et al. 1997）.  これは
心拍出量を増やし, 骨格筋から皮膚への血流配分
を多くして放熱を促す. 一方, SSNA の亢進は汗腺
を刺激して蒸散性放熱を高める. 一過性の寒冷刺
激や一時的な暑熱負荷に対して, 交感神経は体血
圧の維持とのバランスを取りながら,  心拍数（心
拍出量）, 末梢血流量, 発汗を調節し, 一定の体温
を維持する.

（3）呼吸
　日常生活では呼吸をほとんど意識しないが, 呼
吸停止, 強く息む（トイレの息み： 努責）, 強く息を
吸う・吐く（風船を膨らます）, 深呼吸などは意識
的に行う. 交感神経はこの様な随意的呼吸運動に
応じて反応する. 呼吸を止め, 苦しくなると MSNA
は強くなり, 限界まで強い活動が続く（Fagius & 
Sundlöf 1986）. 風船を膨らますときやトイレで強
く息むときは短時間ではあるが, MSNA は強く反
応し, 血圧も大きく高まる（バルサルバ反応）. また,
気功やヨガのように深呼吸あるいは一定の深い呼
吸を繰り返すとそのリズムに応じて MSNA 活動
量は弱くなり, 次に強くなるリズムを繰り返す（斉
藤ら 1992）. このような反応は, 呼吸運動で取り入
れた酸素を効果的に運搬するため末梢血管の緊
張度を調節する意義がある.

（4）不活動
　長期の不活動は, からだの調節機能に影響を及
ぼすことは広く知られる. 不活動が交感神経活動
にどのような影響をもたらすかにつては, 不活動
の究極ともいえるスペースシャトルやベッドレスト
実験で確かめられている. 2 週間程度のスペース

シャトル滞在では, 地球帰還後の MSNA は高ま
るが, 起立テストでは MSNA の反応が弱まり起立
耐性が低下する（Levine et al. 2002）.

（5）精神ストレス
　日常生活で遭遇する様々な緊張場面や精神スト
レスは循環に大きな影響を与え, 高血圧を来す要
因の一つとなる（Anderson et al. 1987）. これま
で心拍数や血圧は精神的緊張により高まることか
ら, この反応には MSNA や SSNA が関わると考
えられていた. Anderson et al. （1989）は精神作
業（暗 算）や緊 張 感をともなうストレス時には
MSNA および SSNA が強く反応し, 同時に血圧
も高まることを直接的に示した. 精神的緊張状態
は防衛反応の一つであり, このようなストレスの繰
り返しは過剰な交感神経反応を引き起こし, 高血
圧の一要因となり得ることを示す.

4. 運動時の交感神経活動
1）運動時の MSNA 反応
　静的ハンドグリップ運動（SHG: Static Handgrip）
の MSNA は運動開始から0.5 ～ 1 分遅れて上昇し

（図3）, その後運動終了まで高まる（Mark et al. 
1985）. この反応は, 活動筋内に蓄積した代謝産
物 が 筋 代 謝 受 容 器 を刺 激 することで 生じる

（Victor et al. 1988）. ところが, 運動停止直前に
上腕動静脈を閉塞すると, 運動を中止しても活発
な MSNA は続き, 血流の再開と同時に安静レベ
ルに戻る. この反応から, 運動時の過剰な交感神
経活動亢進には, 活動筋への血流, 即ち, 酸素が
十分に供給されないことが原因であることが確か
められた.
　MSNA が高まるタイミングは運動強度に比例
して早まるが, 最大随意ハンドグリップ運動でも
開 始 か ら 5～10 秒 遅 れ る（Hashimoto et al. 
1998）. しかし, 最大運動強度（MVC: Maximal 
Voluntary Contraction）の15% 以下の低強度で
は高まらない（Seals et al. 1988）. 恐らく活動筋
の血流が確保されるためと考えられる.

（1）運動強度
　MSNA は運動強度に比例して強まるが, 反応
の様相は静的運動と動的運動では異なる（Saito 
et al. 1986b）.

　静的運動： SHG の MSNA は筋収縮強度に比
例して強まる（Saito et al. 1986a, Seals et al. 
1988）. この反応には筋代謝受容器刺激の増強と
セントラルコマンド（運動努力）, 即ち, 運動神経活
動の増加（Seals & Enoka 1989）が関係する.
　動的運動： 動的運動では交感神経活動の指標
となる血中ノルアドレナリン（NA） 濃度は安静の
ほぼ550％まで上昇する（Garbo et al . 1975）．こ
れに対し, MSNA は安静から最大運動に近い強
度まで曲線的に高まり安静の 800% に達する

（Ichinose et al. 2008）. しかし, 心 拍 数 が 110 
拍程度の軽強度ではむしろ MSNA は安静より弱
まり, 中強度（50 ～ 60%V・O2max）から強まる二相
性の反応を示す（Saito et al . 1993）. このような
反応は血中 NAでは報告されていない.
　低強度運動で MSNA が安静より弱くなった要
因としては筋ポンプによる静脈還流の促進が心
肺圧受容器を刺激し, MSNA を抑制したことが考
えられる（Katayama et al. 2014）. また, 中強度
運動時の MSNA 強度が安静と同等になった背
景には, 活動筋酸素消費量と酸素供給量（供給血
流量）が釣合い, 有酸素代謝が順調に進み適切な
動脈血圧が維持されたためと言える. 高強度運動
では無酸素代謝が進み活動筋代謝および筋機械
受容器が強く刺激され, 加えて強いセントラルコマ
ンド（運動努力）が関係すると考えられる（Victor 
et al. 1995）.

 　最大運動： 最大運動時の MSNA 記録は報告
されていないが, それ に近い強 度では 激しい
MSNA が観察される（Saito et al . 1999）. この
活動は非活動筋血管を収縮して血液を活動筋へ
配分する役割を果たす. 一方, 活動筋では交感神
経による血管収縮を無効にする働きが駆動され

（Remensnyder et al. 1962）, 血管収縮が抑制さ
れて, 活動筋血流が確保される. 最大運動時の最
高心拍数や最高平均動脈圧には上限があるが,
血管調節に関わる MSNA がどこまで高まるのか,
強度は何できまるのか, さらにその決定要因がど
こにあるかは不明である.

（2）運動時間
　静的運動： MVC の 15% 強度を超える SHG
では 1 分以内に MSNA が高まり, 疲労困憊に至
るまで運動時間に比例して高まり続ける（Seals & 
Victor 1991）.
　25%MVC の握力を収縮 2 秒, 弛緩 3 秒を繰
り返す間欠運動では, 運動開始から 10 分程度
遅れて増加し, その後は運動停止（30 分）まで増
加が続く（Batman et al. 1994）. この遅れは弛緩
時に筋血流が確保されるためであり, その後の
MSNA の増加には筋機械受容器反射が関係する

（Batman et al. 1994）.
　動的運動：  軽強度の片脚下腿伸展運動（30Watt）
を起 座 姿 勢で 40 分 続 けると, 運 動 開 始 から
MSNA は安静より低下し, 20 分頃から高まり安

静値に達する. しかし, 有意な増加は認められない
（Ray et al. 1993）. 反応が遅れた要因としては運
動強度が低く十分な筋代謝受容器刺激が生じな
かったことと姿勢の影響（運動姿勢 参照）が考え
られる（Ray 1993, Ray et al. 1993）. これに対
し, 軽強度（40%V・O2max）の自転車運動では, 運
動開始から安静より僅かに低下し, 開始 10 分頃
から上昇し始め安静値より有意に増加する（Saito 
et al. 1997）. MSNA が高まる時点で体温が上昇
し, 血圧が僅かに低下したことから体温上昇に伴
う循環動態の変化を最小限に抑えるための反応
と考えられる.
 2）運動時の MSNA 反応に及ぼす要因

（1）運動様式
　錘を引き上げる短縮性の律動的ハンドグリップ

（RHG: Rhythmic Handgrip）と同じ重さに相当
する SHG 運動時の MSNA を比較すると RHG
運動時の反応は低くなる（Saito et al. 1989a）. し
かし, 前腕の血流を停止して同様の運動を行うと
SHG より RHG の MSNA 反応が高くなる. この
結果は同じ筋力を発揮していても, 筋収縮様式の
違いにより活動筋への酸素供給量に差が出るこ
とで MSNA 反応に差が生じることを示す.
　短縮性と伸張性の腕カール運動で MSNA 反
応を比較すると, 同じ収縮回数では伸張性カール
の MSNA は短縮性より低いが, 疲労困憊時点で
は差はなくなる（Carrasco et al . 1999）. この差
は, 筋代謝受容器の刺激速度が異なるためと考え
られ, 単位時間当たりのエネルギー消費量の差が
影響すると考えられる. ストレッチ運動は随意収
縮とはいえないが, 下腿三頭筋を受動的に強く伸
張すると MSNA が高まる（Cui et al. 2006）. こ
れは筋機械受容器反射の効果と考えられる. しか
し, ごく軽い（無負荷）受動的または能動的片脚自
転車運動時の MSNA 反応を比較すると両運動
ともに運動前安静より弱くなり, 差はみられない

（Doherty et al. 2018）. 後 者 の 結 果 のように
MSNA が安静より運動時に低下した要因として
強度の低い筋機械受容器刺激はむしろ交感神経
活動を抑制することが考えられる（Legramante 
et al. 2000）.

（2）運動予測

　短距離走ではスタート合図の前から予測的に
心拍数が高まる（McArdle et al . 1967）が, この
時の活動筋血管はどのように調節されるか. 運動
開始合図有りと無しの条件で運動開始前から運
動開始直後の MSNA 反応を比較すると, 予測で
きる条件では運動開始前の MSNA は弱くなり
SSNA は高まる. これに対し予測できない条件で
は MSNA, SSNAともに変化しない（Saito 1992）.
運 動開始直後は, 開始 予 告の有無に関わらず
MSNA は運動開始に遅れてほぼ同じ経過で高ま
る. これに対し SSNA は, 予測ありでは運動開始
前から活動が強まり運動開始後も高い活動が続
く. 予測なしでは, 運動前に有意な変化は認めず,
運動開始と同時に強い活動が現れる. 運動をあら
かじめ 予測 する意 義として, 運 動 開 始 直 前の
MSNA 抑制は, 運動開始時の血管トーヌスを低下
させて骨格筋への血流を高める役割を, 運動直前
の SSNA 増加は手掌の発汗を促し握力計を確実
に保持する役割がある（Saito et al. 1990）.

（3）運動姿勢
　循環に及ぼす重力の効果は安静と同様に運動
時もきわめて大きく, 同じ運動でも運動姿勢により
交感神経反応は大きく異なる. ハンドグリップ運
動を臥位で行うと MSNA は運動前より強まるが
立 位 で は 運 動 前 より 弱 くな る（Saito et a l . 
1988a）. 同様の反応は臥位と起座位での静的お
よび動的片脚膝伸展運動でみられる（Ray 1993, 
Ray et al. 1993）．立位での MSNA 反応が臥位
より低下する要因の一つとして, 運動にともなう心
拍数（心拍出量）および静脈還流増加が心肺圧受
容器を刺激するためと考えられる.

（4）活動筋量
　下肢および上肢の動的および静的運動時の血
圧, 血中 NA 濃度は活動筋量に比例して高まる

（Savard et al. 1989）. 同様の反応は MSNA 反
応についてもみられる（Seals 1989）. しかしなが
ら, NA 反応では感知できない小筋群の指つまみ

（ピンチ運動）運動でもMSNA が高まることが明
らかにされた（Seals 1993）. MSNA が活動筋量
に比例する背景には, 刺激される筋代謝および機
械受容器が多くなることと運動神経活動の増大
がある. この結果について, むしろ注目すべきは,

指のピンチ運動でも全身の骨格筋血管を調節す
る MSNA を活性化できることであろう.

（5）筋温
　筋を冷却し SHG を疲労困憊まで続けると, 運
動時間とともに MSNA は増加するが疲労困憊時
の MSNA 強 度は常 温下との差はみられない

（Ray et al. 1997b）. しかし, MSNA が強まる時
間は遅れる. これに対し, 筋加温では加温なし条
件より MSNA は高まり, 運動後動脈阻血時の
MSNA は冷却, 加温に関わらず常温条件と差は
なくなる（Ray & Gracey 1997a）. ダイナミック運
動でも同じく加温は MSNA を高める（Cook & 
Ray 2009）. 筋運動に伴う筋温上昇または低下は
筋機械受容器の感受性を変え, MSNA の反応性
や運動パフォーマンスに影響を及ぼす可能性を示
す.

（6）筋疲労（主観的疲労感覚）
　静 的ハンドグリップを疲労 困 憊まで 行うと
MSNA は主観的疲労感覚に比例して曲線的に強
くなる. しかもこの関係は日にちを変えても同じで
ある（Saito et a l . 1989b）. この結果は, 主観的
運 動強度評 価に用いられる Borg 尺度（Borg 
1970）と同様に交感神経活動を主観的疲労感覚
で評定できることを示す. 実際, 運動時の活動筋
疲労感覚を「かなり疲れた＝10 段階の５」レベル
で維持するように握力を調整すると, 握力は次第
に低下するが, MSNA はほぼ一定に維持できる

（斉藤と間野 1989）（図４）.
（7）トレーニング
　安静の MSNA に及ぼす有酸素またはレジスタ

ンス運動トレーニングの効果は, 高血圧者, 心疾患
者を対象とした結果では低下した結果の報告が
多い. しかし正常血圧者では変化しない結果がほ
とんどであり, 低下したとする報告は一例である

（Carter & Ray 2015）.
　運動時の MSNA 反応に対する筋持久トレー
ニングの 効 果としては, 低 下 する（Ray 1999, 
Sinoway et al. 1996, Somers et al. 1992）, 変
わらない（Ray & Carrasco 2000, Saito et al. 
2009）報告が多い. Saito et al. （2009）は全力の
筋力トレーニングでは運動後阻血時の反応は変
化しないが, 疲労困憊時の活動はトレーニング後
高まることを報告している.
　有酸素トレーニングの効果に関しては, 健常者
を対象とした結果では変わらないと報告されてい
る（Carter & Ray 2015）. しかし, 心不全疾患者
や肥満者では MSNA の圧反射感受性は改善し
たとする報告が多い（Carter & Ray 2015）. 運
動時の MSNA 反応に対するトレーニング効果に
関しては, 報告例が少ないだけでなく運動の種類
や方法, 評価法が一定しておらず, 結論は今後の
課題である.

5．まとめ
　健康を支える交感神経が日常生活や身体活動
の場面でどのように活動しているのかその働きを
直接観察した. 交感神経は激しい運動場面だけ
でなく, 日常の生活場面においても強力な活動で
循環を一定に保つ. たとえば立位時の活動は中強
度以上の運動に匹敵する活発な活動を示す（斉

藤 2000）. 一方, 血圧が高まりすぎると活動を弱
め, 適切な水準に戻す. このように日常の生活を支
える交感神経は, 時には強く, 時には抑制, 状況に
応じて精妙かつ多彩に調節することが確かめら
れた. このことは, 翻り高い交感神経機能の維持
が健康を支える重要な目標になることを示す. この
役割の維持は, 同時に, 活動的な生活の中で高め
られることが示唆される.
　以上の考察から, 健康で活動的な生活を支える
交感神経活動の機能を保つ最も重要な要素は活
動的な生活活動そのものの中に見出されると結
論できる.
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【Abstract】

The purpose of this study was to examine the influence of introducing a childcare program 
that focuses on exercise, along with the improvement of kindergarten exercise facilities, in 
balancing motor ability differences between children of different ages within the same 
grade. We investigated the annual trends of motor ability differences between a group in 
the early development stage (born in April–June) and a group in a slow development stage 
(born in January–March) within one grade. The results of the analysis show that a 
childcare program that focuses on exercise greatly improved the running, jumping, and 
throwing ability in both boys and girls, regardless of the birth month, for children born in 
2015, as compared with 2005. Among the boys, the differences in motor abilities in the 
25-meter run and standing long jump reduced with every year of growth. However, there 
were no significant differences in the 25-meter run, standing long jump, and softball throw 
among the girls. These results suggest that introducing a childcare program that focuses on 
exercise and the improvement of kindergarten exercise facilities is effective for preventing 
the expansion of motor ability differences based on birth month. 
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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図 1   多くの線が描かれている園庭

Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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図 1   多くの線が描かれている園庭

Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 1   第 2 運動会の種目内容

学年 種別 種目名 種目内容

年少 多様な動き 障害物走 ケンケンパ，渡る，跳ぶ，くぐる動きを取り入れた競走
投動作 ターゲット玉入れ 高さ2mの玉入れ台に取り付けた的をねらってボールを投げ入れる

年中 多様な動き チャレンジレース 立ち上がる，這う，回る，くぐる，跳ぶ，渡る動きを取り入れた競走
投動作 ボール合戦 高さ2m，幅10mの幕を挟んで相手コート側にボールを投げる

年長
多様な動き アルティメットレース 立ち上がる，這う，避ける，回る，くぐる，跳ぶ，持ち上げる，運ぶ，

渡る動きを取り入れた競走
投動作 ドッジボール 男児5.5m×8m，女児4.5m×8mのコートを使用
投動作 アルティメット玉入れ 6mの距離から高さ2m，直径35cmの的にボールを投げ入れる

Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 2   各測定項目における性別および年代別の基礎統計量

年代 生まれ月群

男児
身長 体重 25m走 立ち幅跳び ソフトボール投げ

2005

2010

2015

n

女児

2005

2010

2015

4月-6月生まれ

1月-3月生まれ 

4月-6月生まれ

1月-3月生まれ

4月-6月生まれ 

1月-3月生まれ

1.64

1.47

1.45

1.36

2.51

1.81

6.05 

4.44

5.95

4.81

7.44

6.46

9.34 

17.33

14.78

10.47

10.92

10.10

107.90

97.04

108.73

97.12

108.42

105.40

0.39

0.53

0.40

0.49

0.46

0.36

6.30

6.75

5.80

6.13

5.85

6.05

2.70

2.39

2.14

2.61

3.74

1.85

20.88

19.58

21.85

19.33

20.86

19.82

3.86

3.95

3.21

4.12

5.13

3.29

115.91

111.06

116.90

110.73

114.29

111.37

20

25

23

22

19

25

MEAN MEAN MEAN MEANMEANSD SD SD SD SD

年代 生まれ月群 身長 体重 25m走 立ち幅跳び ソフトボール投げ
n MEAN MEAN MEAN MEANMEANSD SD SD SD SD
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 1   第 2 運動会の種目内容

学年 種別 種目名 種目内容

年少 多様な動き 障害物走 ケンケンパ，渡る，跳ぶ，くぐる動きを取り入れた競走
投動作 ターゲット玉入れ 高さ2mの玉入れ台に取り付けた的をねらってボールを投げ入れる

年中 多様な動き チャレンジレース 立ち上がる，這う，回る，くぐる，跳ぶ，渡る動きを取り入れた競走
投動作 ボール合戦 高さ2m，幅10mの幕を挟んで相手コート側にボールを投げる

年長
多様な動き アルティメットレース 立ち上がる，這う，避ける，回る，くぐる，跳ぶ，持ち上げる，運ぶ，

渡る動きを取り入れた競走
投動作 ドッジボール 男児5.5m×8m，女児4.5m×8mのコートを使用
投動作 アルティメット玉入れ 6mの距離から高さ2m，直径35cmの的にボールを投げ入れる

Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 2   各測定項目における性別および年代別の基礎統計量
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 3   二要因分散分析と多重比較検定の結果および効果量（男児）

項目 要因 平方和 自由度平均平方 F値 P値 主効果 多重比較検定（効果量）
4月-6月生まれ：2005＜2010*（0.73），2005＜2015**（0.83）
1月-3月生まれ：2005＜2010*（0.79），2005＜2015**（1.09）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.87）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.81）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.61）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（1.22）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.85）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.70）

4月-6月生まれ：2005＜2015**（0.88），2010＜2015**（1.02）

2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.53）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.93）
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表 4   二要因分散分析と多重比較検定の結果および効果量（女児）

4月-6月生まれ：2005＜2010**（1.13），2005＜2015**（1.01）
1月-3月生まれ：2005＜2010**（1.41），2005＜2015**（1.59）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（1.02）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.74）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.86）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.92）

4月-6月生まれ：2005＜2015*（0.81），2010＜2015*（0.87）
1月-3月生まれ：2005＜2015**（1.17），2010＜2015**（0.95）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.94）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.66）
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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表 3   二要因分散分析と多重比較検定の結果および効果量（男児）

項目 要因 平方和 自由度平均平方 F値 P値 主効果 多重比較検定（効果量）
4月-6月生まれ：2005＜2010*（0.73），2005＜2015**（0.83）
1月-3月生まれ：2005＜2010*（0.79），2005＜2015**（1.09）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.87）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.81）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.61）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（1.22）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.85）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.70）

4月-6月生まれ：2005＜2015**（0.88），2010＜2015**（1.02）

2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.53）
2015：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.93）
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項目 要因 平方和 自由度平均平方 F値 P値 主効果 多重比較検定（効果量）

表 4   二要因分散分析と多重比較検定の結果および効果量（女児）

4月-6月生まれ：2005＜2010**（1.13），2005＜2015**（1.01）
1月-3月生まれ：2005＜2010**（1.41），2005＜2015**（1.59）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（1.02）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.74）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.86）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.92）

4月-6月生まれ：2005＜2015*（0.81），2010＜2015*（0.87）
1月-3月生まれ：2005＜2015**（1.17），2010＜2015**（0.95）

2005：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ**（0.94）
2010：1月-3月生まれ＜4月-6月生まれ*（0.66）
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。

Ⅵ．参考文献

出村慎一（1993）幼児期におけるボール遠投に対
する体力及び投動作の貢献度とその性差．体育
学研究，37（4）：339-350．

福冨恵介・春日晃章（2012）保護者のわが子に対
する主観的体力評価と実際の体力水準の一致
度－幼児期を対象として－．発育発達研究，56：
1-8．

平川和文・高野圭（2008）体力の二極化進展に
おいて両極にある児童生徒の特徴．発育発達
研究，37：57-67．

飯嶋 裕 美・木 塚朝博・速 水達也・岩見雅人・
板谷厚・鈴木寛康（2010）不安定な接地面上で
の運動遊びが幼児の運動能力に与える効果．発
育発達研究，47：10-20．

池田孝博・青柳領（2013）幼児の運動パフォーマ
ンスの二極化傾向と性，年齢，体力，運動スキル
および発現契機との関連．福岡県立大学人間社
会学部紀要，22（2）：21-34．

蒲真理子・宮下恭子（2003）幼児期の運動能力
と生活及び遊びとの関係（1）－運動能力の優位
性からみた生活環境や習慣について－．日本保
育学会大会発表論文集，56：28-29．

春日晃章（2008）子どものゆとり体力を育む英才
教育（特集 子どものスポーツ英才教育）．子ども
と発育発達，5（4）：208-211．

春日晃章・中野貴博・小栗和雄（2010）子どもの

体力に関する二極化出現時期－5 歳時に両極
にある集団の過去への追跡調査に基づいて－．
教育医学，55（4）：332-339．

春日晃章（2010）幼児期にみられる男女差 （特集 
子どもの運動と心身の発達）．体育の科学，60

（7）：473-478．
春日晃章・中野貴博・福冨恵介（2013）幼児期に

おける体力・運動能力の個人差－加齢に伴う
分布の変化に着目して－．体育の科学，63（2）：
161-173．

春日晃章・中野博貴・松田繁樹・河野隆・香村
恵介（2014）幼児の投動作における遠投距離と 
正確性を向上させるための指導プログラムの開
発 ．SSF スポーツ政策研究，3（1）：185-192．

川田裕次郎（2014）児童の運動参加を促進するた
めの相対的年齢効果に関する研究．2014 年度
笹 川スポーツ研 究 助 成 研 究 成 果 報 告 書：
306-314．

宮口和義・出村慎一・春日晃章・松田繁樹・青
木宏樹（2009）幼児におけるラダー運動の成就
度および走能力への貢献度の性差について．日
本体育学会大会予稿集，（60）：205．

宮丸凱史（1985）幼児期と動きの獲得．体育の科
学，35（1）：15-20．

宮丸凱史（2011）子どもの運動・遊び・発達－運
動のできる子どもに育てる－．学研教育みらい：
東京

文部科学省（2011）体力向上の基礎を培うための
幼児期における実践活動の在り方に関する調
査研究．

　http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/
　youjiki/index. htm．（2017 年 7 月 1 日）
村瀬智彦・馬場耕一郎（1998）4～5 歳児の運動

行動の観察に基づく推定順位による運動能力
評価．教育医学，44（2）：443-451．

村瀬智彦・春日晃章・酒井俊郎編・出村慎一監
（2011）幼児のからだを測る・知る－測定の留
意点と正しい評価法－．杏林書院：東京

笹川スポーツ財団（2012）子どものスポーツライ
フ・データ 2012－4～9 歳のスポーツライフに
関する調査報告書－．日本パブリシティ：東京

神事努・桜井伸二（2005）子どもの動作の指標

（特集 子どもにとって体力とは何か）．子どもと
発育発達，3（2）：80-84．

豊島広之（2006）子どものスポーツ運動実施動
態．体育の科学，56（5）：344-348．

椿武・中川麻衣子（2013）幼児の運動能力と性差
及び月齢の関係．環太平洋大学短期大学部紀
要，24：23-31．

吉田伊津美（2008）幼少年期の運動遊びの留意
点（特集 子どものスポーツ英才教育）．子どもと
発育発達，5（4）：204-207．

Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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Ⅰ．緒言

　近年、子どもたちの体力低下が問題となってお
り、とりわけ、体力の二極化が進行していることが
指摘されている（平川・高野、2008；豊島、2006）。
その二極化の出現は小学校低学年から認められ
る（平川・高野、2008）だけではなく、小学校就
学以前の幼児期においても認められている（春日
ら、2010）。また、幼児期によくからだを動かして遊
ぶ経験が少ない子どもは、就学後も不活発な傾向
にある（文部科学省、2011）ことからも、体力・運
動能力向上についての課題は小学校就学以前の
幼児期より取り組む必要性がある。事実、文部科
学省は 2007 年より幼児を対象とした体力を培う
ための研究事業を全国複数の市町村で展開し、
2012 年に幼児期運動指針を公表した。また、小
学生以上を対象としていた全国のスポーツ少年団
においても、2016 年より規約の改正を行い幼児の
受け入れを始めた。このように、我が国では幼児期
から体力・運動能力向上を目指した取り組みが
国家レベルで行われている。
　幼児期における運動発達特性は、年齢とともに
成就可能な運動が増大することや運動の動作様
式が質的に改善されることが特徴として挙げられ
る（宮丸、2011）。つまり、幼児は個々の運動習慣
の質に関係なく全ての子どもが身体的発育に伴
い、運動能力が発達していく時期でもある。その
ため、保護者や保育者は子どもの体力・運動能
力における発達を感じやすい時期であることが考
えられる。しかし、保護者の子どもに対する主観
的体力評価と子どもの実際の体力水準の一致度
は 3 割程度であり、半数以上の保護者が子ども
の体力を過大評価しているという報告もある（福
冨ら、2012）。保護者および保育者の主観的な体
力評価が正しくない場合、言葉かけや態度が幼児
期の運動能力の発達に悪影響を及ぼす可能性が
考えられるため（村瀬ら、1998）、幼児期から体
力・運動能力向上に取り組むうえで正しい運動
能力評価は重要といえる。
　一方、幼児期における運動能力差は、個々の子
どもの環境や運動経験の違いによるもの（宮丸、
2011）、運動に対する嗜好といった性格的な側面

や性差によるもの（春日、2010）など様々な要因が
あることが明らかになっている。また、月齢が高く
なるほど、運動能力も高くなる傾向にある（蒲ら、
2003；椿ら、2013）ように、身体の諸機能が著し
く発達する幼児期において、生まれ月も運動能力
差を生む要因のひとつといえる。加えて、我が国の
教育現場では、1 月－3 月生まれの者は 4 月－6 
月生まれの者に比べて、体格、運動能力、仲間か
らの評価が低く、運動有能感や運動への積極性
を高めにくい状況にあり、運動への消極性が育ま
れやすい可能性が指摘されている（川田、2014）。
これらの報告と体力の二極化が幼児期から出現し
ていることを考慮すると、子どもに関係する保育
施設は、体力・運動能力を高めながらも、運動能
力の個人差を拡大させない取り組みが求められて
いるのではないかと考えられる。これまで、幼児の
体力・運動能力向上を目的としたプログラムの効
果は数多く検討され、報告されている（飯島ら、
2010；宮口ら、2009；春日ら、2014）。しかし、運
動能力の個人差に及ぼす点について検討された
報告は少なく、保育施設が日常的に行っている保
育プログラムや園内施設の工夫ついて長期的に検
討された報告は全くない。どのような取り組みが
体力・運動能力を高め、運動能力の個人差を拡
大させない保育プログラムであるのか示唆を得る
ことは、今後、保育施設が体力・運動能力向上や
運動能力差の拡大防止に取り組むうえで意義の
ある検討と思われる。
　そこで、本研究は運動能力差を生まれ月という
要因に着目し、同一学年内において発育段階が早
く相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－
6 月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力
が低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能
力や運動能力差の年次推移から、運動遊びを重
視した保育プログラムおよび園内施設の工夫が生
まれ月における運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討し、運動遊び増進に関する保育プロ
グラムおよび園内施設の工夫が生まれ月における
運動能力差に与える効果について明らかにするこ
とを目的とした。
　なお、本研究は、生まれ月における運動能力差
を縮小させることが最たる目的ではなく、運動遊

び増進に関する様々な保育プログラムの導入に
よって、明らかにある運動能力差がそれ以上拡大
しないのか、または縮小する可能性があるのかに
ついて検証することに主眼を置いている。

Ⅱ．研究方法

1．対象
　本研究の対象は、 G 県の私立幼稚園（以下、実
践園）の 2005 年、2010 年、2015 年に通っていた
年長児 549 名（男児 300 名、女児 249 名）で
あった。その中で、発育段階が早く相対的に運動
能力が高いとされる 4 月－6 月生まれ群 148 名

（男児：2005 年 25 名、2010 年 27 名、2015 年 
34 名、女 児：2005 年 20 名、2010 年 23 名、
2015 年 19 名）と、発育段階が遅く相対的に運動
能力が低いとされる 1 月－3 月生まれ群 145 名

（男児：2005 年 23 名、2010 年 30 名、2015 年 
20 名、女 児：2005 年 25 名、2010 年 22 名、
2015 年 25 名）を分析に用いた。測定時における
平均年齢は、4 月－6 月生まれ群が 6.59 歳、1 月
－3 月生まれ群が 5.84 歳であった。
　 なお、本研究を遂行するにあたって、実践園お
よび対象者の保護者より同意を得たうえで行っ
た。
2．運動能力テスト
　走・跳・投能力のテストとして、25m 走、立ち
幅跳びおよびソフトボール投げの 3 項目を実施し
た。測定は、測定方法を十分に理解している者が
行い、全ての年代において 12 月中に実施した。
3．実践園が導入した運動遊び増進に関する
　保育プログラムと園内施設の工夫
1）2005 年対象者

　外遊び、運動会、週に 1 度の体育教室時間など
一般的な保育プログラムのなかで運動に取り組ん
でいたものの、運動会で鼓笛演奏を行うなど、運
動を重視するような保育プログラムは特段行って
いなかった。なお、運動能力テストは、この年度よ
り導入したものの、テストの結果を認知したうえで
保育に取り組んだ年代ではなかった。
2）2010 年対象者
　2005 年時より導入した運動能力テストによる
運動能力の客観的評価を年少時から 3 年間、経
験した年代であった。運動能力テストの結果は春
日が開発した体力評価システム（竹井機器工業製 
T.K.K.5800）を用いて、保護者および保育者に配
布した。子どもの発育発達状況を継続的に知らせ
ることにより、保護者および保育者の身体活動に
対する意識の向上に取り組んだ。
3）2015 年対象者
　2005 年に導入した運 動 能 力テストに加え、
2011 年時よりドッジボールコート、リレートラッ
ク、土俵やケンケンパなど多くの線が描かれてい
る園庭（図 1）を導入した。子どもたちが屋外に出
たらすぐに様々な遊びが行えるようになっている。
また、2013 年時より多様な動きとボール投げの種
目が中心となる年度内 2 回目の運動会（以下、第 
2 運動会：表 1）を実施しており、2015 年対象者
は年少時からの 3 年間で計 6 回の運動会を経
験した。なお、第 2 運動会に向けての練習状況
は、およそ 3 ヶ月前より週に 1 度の体育教室時
間内において取り組み始め、およそ 2 ヶ月前より
保育者によるクラス内練習が少しずつ行われるな
ど、数ヶ月にわたってボール投げの習得や多様な
動きの経験ができるように取り組んだ。

4．分析方法
　様々な介入プログラムの効果を検証する方法の
一つに、発育差のような明らかに一定の差がある
二つの集団に対して平等にプログラムを導入した
とき、その差がいかように変化するのかを検証す
る方法がある。本研究では、同一学年内において
発育が早いため能力の発達程度も大きく、一般的
に同学年内では運動能力が高いとされる集団（4 
月－6 月生まれ群）と、同一学年内において発育
が遅いため能力の発達程度も小さく、一般的に同
学年内では運動能力が低いとされる集団（1 月－
3 月生まれ群）の運動能力差にどの程度影響を及
ぼすのか検討するため、対応のない二要因（年代
× 生まれ月）分散分析を適用し、有意な主効果が
認められた場合は、Tukey の HSD 法による多重
比較検定を行った。多重比較検定の結果より効果
量を算出した。なお、本研究の統計的有意水準は
すべて 5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．年代間の運動能力変化
　表 2 は、性別および年代別における身長、体
重、25m 走、立ち幅跳びおよびソフトボール投げ
の基礎統計量を示している。運動能力は、男児の 
25m 走において、生まれ月に関係なく 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。立ち幅跳びおよびソフトボール投げにおいて、
生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て低下し、2010 年から 2015 年にかけて高まり、
2015 年は 2005 年、2010 年よりも高い値を示し
た。女児の 25m 走および立ち幅跳びにおいて、

生まれ月に関係なく 2005 年から 2010 年にかけ
て高まり、2010 年から 2015 年にかけて 4 月－6 
月生まれ群では同水準を維持し、1 月－3 月生ま
れ群では高まっていた。ソフトボール投げにおい
て、4 月－6 月生まれ群は 2005 年から 2010 年
にかけて低下し、2010 年から 2015 年にかけて
高まっており、1 月－3 月生まれ群は 2005 年、
2010 年、2015 年と年代を追うごとに高まってい
た。
2．生まれ月における運動能力差
　男児の 25m 走において 0.43 秒（2005 年）、
0.40 秒（2010 年）、0.29 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 18.81cm

（2005 年）、12.98cm（2010 年）、10.69cm（2015 
年）と年代を追うごとに縮小した。ソフトボール投
げにおいて 1.75m（2005 年）、1.63m（2010 年）、
2.86m（2015 年）と 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2010 年から 2015 年にかけて拡大し
た。女児の 25m 走において 0.45 秒（2005 年）、
0.33 秒（2010 年）、0.20 秒（2015 年）と年代を追
うごとに縮小した。立ち幅跳びにおいて 10.86cm

（2005 年）、11.61cm（2010 年）、3.02cm（2015 
年）と 2005 年から 2010 年にかけて拡 大し、
2010 年から 2015 年にかけて縮小した。ソフト
ボール投げにおいて 1.61m（2005 年）、1.14m

（2010 年）、0.98m（2015 年）と年代を追うごとに
縮小した。
3．年代および生まれ月における運動能力の
　比較
　表 3、表 4 は、二要因（年代 × 生まれ月）分散
分析と多重比較検定の結果、および効果量を性別
に示している。分析の結果、男女とも全ての項目に

おいて、年代と生まれ月の間に有意な交互作用は
認められなかった。女児における立ち幅跳びの年
代においてのみ、有意な主効果は認められなかっ
たが、その他の年代および生まれ月に男女とも有
意な主効果が認められた。多重比較検定の結果、
男児の 25m 走において生まれ月における年代差
は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010 年
および 2015 年が有意に高く、年代における生ま
れ月差は全ての年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 
4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。立ち幅跳
びにおいては、年代差は認められたものの、生ま
れ月における年代差はなく、生まれ月差は全ての
年代で 1 月－3 月生まれ群よりも 4 月－6 月生ま
れ群が有意に高かった。25m 走および立ち幅跳
びの生まれ月における運動能力差は、効果量にお
いて 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うご
とに縮小した。ソフトボール投げにおいては、生ま
れ月における年代差が認められたのは 4 月－6 
月生まれ群のみであり、2005 年および 2010 年よ
りも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 2010 
年および 2015 年において 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が 有意に高かったが、

2005 年には有意な群間の差は認められなかっ
た。また、効果量は 2010 年、2015 年と年代を追
うごとに拡大していた。
　女児の 25m 走において生まれ月における年代
差は、生まれ月に関係なく 2005 年よりも 2010
年および 2015 年が有意に高く、生まれ月差は 
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった。効果
量においては、2005 年、2010 年と縮小し、2015
年には両群の有意な差異は認められなかった。立
ち幅跳びにおいては、年代差はなく、生まれ月差
は 2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ
群よりも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かった
が、2015 年には両群の有意な差異は認められな
かった。ソフトボール投げにおいては、年代差は生
まれ月に関係なく 2005 年よりも 2015 年、2010 
年よりも 2015 年が有意に高く、生まれ月差は
2005 年および 2010 年で 1 月－3 月生まれ群よ
りも 4 月－6 月生まれ群が有意に高かったが、
2015 年には両群の有意な差異は認められなかっ
た。効果量においては、2005 年、2010 年と縮小し
ていた。

Ⅳ．考察

　本研究は、運動遊びを重視した保育プログラム
の導入および園内施設の工夫が、生まれ月におけ
る運動能力および運動能力差にどの程度影響を
及ぼすのか検討するため、同一学年内において発
育段階が早く相対的に運動能力が高いとされる
集団（4 月－6 月生まれ群）と発育段階が遅く相対
的に運動能力が低いとされる集団（1 月－3 月生
まれ群）を対象に分析した。
　25m 走では、男女の両群とも 2005 年に比べ
て 2010 年に高い走能力レベルを示した。このこ
とは、運動能力テストの客観的評価の導入による
影 響 が 考 えられ る。春 日（2008）、村 瀬 ほ か

（2011）は、運動能力テストをもとに個人評価票を
作成し、保護者に配布した結果、子どもの体力が

「想像より良かった」に比べて「想像より悪かった」
と回答した保護者の方が親子での戸外遊びが増
加するなど、その後の生活において良い影響を及
ぼしたと報告している。つまり、運動能力の個人
評価は、特に、子どもの体力を過大評価していた
保護者の家庭において、運動習慣の改善に有効
であった。これらの報告と福冨ら（2012）の保護者
の半数以上が子どもの体力を過大評価している
との報告を考え合わせれば、本研究の実践園にお
いて運動能力の個人評価票を保護者に配布し始
めたことは、多くの家庭において運動習慣の改善
に効果的であったと考えられる。加えて、実践園で
は、保育者にも園児一人ひとりの個人評価票を配
布したため、保育者の意識変化にもつながったと
考えられた。幼児は走動作が主となる遊びをよく行
う（笹川スポーツ財団、2012）ことからも、運動習
慣が家庭と保育施設の双方で充実することは、運
動能力テストの客観的評価の導入以前に比べて、
走動作をより経験するようになった可能性が考え
られ、走能力の向上に影響を及ぼしたのではない
かと思われる。一方、生まれ月における走能力差
は、男児で 2005 年、2010 年、2015 年と年代を追
うごとに縮小しており、女児でも 2005 年から 
2015 年にかけて縮小した。さらに、2015 年にお
いては 4 月－6 月生まれ群と 1 月－3 月生まれ
群の 25m 走に有意差が認められなかったことか

ら、両者の能力がより縮小したことが明らかに
なった。春日ら（2013）は、走能力の個人差が加齢
に伴って縮小される要因について、走動作が未発
達だった子どもが入園後に一定の園生活や運動
プログラムを経験することで、ある程度の身体活
動量が確保されるようになり、走能力の発達が促
されたと述べている。1 月－3 月生まれ群は、4 月
－6 月生まれ群に比べて、最大でおよそ 1 年間と
なる発育程度の違いがあり、同じ保育プログラム
を経験しても、1 月－3 月生まれ群における動作
の発達がより促され、生まれ月における走能力差
が縮小したのではないかと考える。また、2011 年
から導入した園内施設の工夫によって日常の運動
内容はより充実した。2010 年から 2015 年にかけ
て生まれ月における走能力差が縮小したのは、対
象者が年少時から園内施設を使って継続的に遊
び込んだ結果であると推察される。これらのこと
から、走能力を高めながら生まれ月におけるその
差の拡大防止には、子どもに関係する大人の身体
活動に対する意識の向上、園内施設の工夫を主と
した長期的な取り組みが効果的ではないかと思
われる。
　立ち幅跳びでは、男児において年代の主効果は
認められたものの、男女とも生まれ月における跳
能力に変化が認められなかったことから、25m 走
でみられたような運動能力テストの客観的評価の
導入による効果は示されなかった。保護者および
保育者の身体活動に対する意識が高まり、走能力
が向上したとしてもすべての体力要素が向上する
という保証がないことが本研究において示され
た。幼児がよく行う運動の調査報告（笹川スポーツ
財団、2012）において、跳動作は走動作に比べて
出現頻度が低いことが示されている。とりわけ、立
ち幅跳びのように静止した状態で両足を揃えて行
う跳動作は特別な運動場面を設定しない限り、日
常的な出現は少ないと推測される。したがって、日
常の運動遊びにおける類似動作を含めた動作の
経験不足が跳動作の向上が示されなかった要因
のひとつとして考えられよう。一方で、2010 年から 
2015 年にかけて男児の両群および女児の 1 月－
3 月生まれ群の跳能力が著しく高まっている傾向
にあり、男女の両群とも 2005 年、2010 年に比べ

て 2015 年は高い跳能力レベルを示した。また、
生まれ月における跳能力差において、男児では 
2005 年、2010 年、2015 年と年代を追うごとに縮
小し、女児では 2015 年において統計的に有意な
差が認められなくなった。このことは、2013 年か
ら導入された第 2 運動会を通して、多様な運動パ
ターンを繰り返し経験していたことが影響してい
ると推察される。つまり、静止した状態で両足を揃
えて行う跳動作そのものを経験しなくても、第 2 
運動会のように、日常的な保育では出現頻度が低
い動きや多様な運動パターンを意図的に取り組む
ことができる保育プログラムの導入によって、運
動発達が促進され、結果的に跳能力の向上につな
がるのではないかと思われる。池田ら（2013）は、
運動能力の発達は、その子どもの経験に拠ること
から、様々な運動形式が獲得され、パフォーマンス
が発達する時期に、経験が不足する子どもが存在
すれば、格差が生じると述べている。多様な運動
パターンに取り組むことができる保育プログラム
の導入は、経験が不足する動作を少なくするだけ
ではなく、発育程度の低い 1 月－3 月生まれ群に
おける運動発達をより促進させるのではないかと
推察される。これらのことから、跳能力を高めなが
ら生まれ月におけるその差の拡大防止に効果を及
ぼすためには、保護者および保育者の身体活動に
対する意識を高めるような働きかけや園内施設の
工夫だけではなく、多様な運動パターンを意図的
に取り組むことができる保育プログラムの導入が
効果的ではないかと考えられる。
　ソフトボール投げにおいても、男女の両群とも 
2005 年、2010 年に比べて 2015 年は高い投能
力レベルを示したことは、2013 年から導入した第 
2 運動会の影響が考えられる。宮丸（1985）は、投
動作の発達は遺伝的な要素よりも環境による運
動経験の差が影響すると報告し、神事ら（2005）
は、投動作は個体発生的であり、その至適時期は 
5 歳以前と推測でき、この時期での学習機会を逃
すと高いレベルに発展させることが難しくなると
指摘している。本研究においても、投能力の向上
を目指した保育プログラムを特段行っていなかっ
た 2005 年から 2010 年にかけて男児の両群およ
び女児の 4 月－6 月生まれ群における投能力は

低下を示し、第 2 運動会を年少時から経験した 
2015 年対象者は男女の両群とも 2005 年、2010 
年に比べて高い投能力レベルを示した。さらに、
2005 年の 4 月－6 月生まれ群の平均値が男児
で 8.92m、女児で 6.05m であったのに対して、
2015 年の 1 月－3 月生まれ群の平均値は男児で 
8.77m、女児で 6.46ｍと 11 年前の 4 月－6 月生
まれ群と同じ投能力レベルあるいは凌ぐ結果と
なった。このことから、投能力を高めるためには、
投動作そのものを繰り返し行うことや、投動作が
要求されるような保育プログラムの導入が効果的
ではないかと思われる。また、生まれ月における投
能力差は、男児では 2010 年から 2015 年にかけ
て拡大し、女児では 2005 年から 2010 年にかけ
て縮小し、2015 年において統計的に有意な差が
認められなかった。春日ら（2014）は、投動作の向
上を目指したプログラムによって、ボール投げや
ボール遊びへの関心度は女児に比べて男児の方
が高まりやすいと報告した。吉田（2008）は、子ど
もは興味を持ったことに対しては繰り返して何度
も行い、その行為が結果的に子どもの動きを洗練
させると報告した。出村（1993）は、投能力に対す
るパワーの重要性を指摘した。本研究において
も、第 2 運動会を通して、女児に比べて男児の方
がボール投げに対する関心度が高まり、同一学年
内で発育段階が遅い 1 月－3 月生まれ群に比べ
て、発育段階が早い 4 月－6 月生まれ群の方が
体格面・筋力面からもボール投げの習得により適
した発育状態であったため、習熟度も高く、投動
作がより洗練化したことで、男児において生まれ月
における投能力差の拡大につながったのではな
いかと推察される。女児においても生まれ月にお
ける発育程度の違いはあったものの、女児の場合
は、投動作の日常的な経験の少なさが生まれ月に
おける投能力差の縮小に影響したのではないか
と考えられる。宮丸（2011）は、投動作には 3 歳頃
から性差が明確にあり、女児はボールを投げて遊
ぶ経験が乏しいこと指摘している。このことから、
第 2 運動会による投動作習得の機会が生まれ月
に関係なく影響したため、全体的に投能力が向上
し、さらに、ボール運動への興味関心や有能感が
高まることによって、4 月－6 月生まれ群よりも 1 

月－3 月生まれ群の方が、第 2 運動会導入以前
に比べて、運動習慣の変化が大きく、生まれ月に
おける投能力差の縮小につながったのではないか
と推察される。これらのことから、投動作が要求
される保育プログラムの導入は興味関心の個人
差や能力の個人差に関係なく全ての幼児に投動
作習得の機会を与えるという意味においても有効
であろう。
　以上のことから、実践園が取り組んだ運動能力
の客観的評価、園内施設の工夫、運動会プログラ
ムの導入は、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・
投能力を高めることができ、生まれ月における運
動能力差が男児の 25m 走および立ち幅跳びで
縮小を示し、女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフト
ボール投げで統計的に有意な差異がなくなったこ
とから、生まれ月における運動能力差の拡大防止
に効果的ではないかと推察される。これらのこと
が、体育の専門家による介入プログラムではなく、
保育施設が日常的に行った保育プログラムによっ
て効果が示されたことは、今後、保育施設が体力・
運動能力向上や生まれ月における運動能力差の
拡大防止に取り組むうえで意義のある示唆が得ら
れたのではないかと思われる。しかしながら、運
動遊び増進に向けたプログラムが、強制され、遊
びになっていない場合は人格形成に負の影響を
及ぼす危険性がある（吉田、2008）ため、子どもの
運動欲求が満たされ、自主的な取り組みとなるよ
う、楽しく遊び要素のある展開が重要であろう。

Ⅴ．まとめ

　本研究は同一学年内において発育段階が早く
相対的に運動能力が高いとされる集団（4 月－6
月生まれ）と発育段階が遅く相対的に運動能力が
低いとされる集団（1 月－3 月生まれ）の運動能力
差の年次推移から、運動能力の客観的評価、園内
施設の工夫および運動会プログラムの導入が生ま
れ月における運動能力差にどの程度影響を及ぼ
すのか検討した。
　分析の結果、実践園が取り組んだ運動遊び増
進に関する保育プログラムと園内施設の工夫によ
り、男女とも生まれ月に関係なく走・跳・投能力

は 2005 年に比べ 2015 年では大きく向上した。
生まれ月における運動能力差は、男児の 25m 走
および立ち幅跳びで年代を追うごとに縮小傾向を
示した。女児の 25m 走、立ち幅跳び、ソフトボー
ル投げでは統計的に有意な差も認められなくなっ
た。
　本実践園が取り組んだ運動能力の客観的評価、
園内施設の工夫、運動会プログラムの導入は、生ま
れ月における運動能力差の拡大防止に効果的であ
ると推察された。また、生まれ月によって運動への
消極性が育まれやすい可能性が指摘されており

（川田、2014）、幼児期から生まれ月に関係なく運動
能力を高め、運動有能感を育むことは、体力の二
極化予防にも影響を及ぼすのかもしれない。
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大学生の体幹部の周囲径と BMI および体脂肪率との相関関係の性差
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Sex difference in correlation between trunk circumference, BMI and body fat
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【Abstract】

Differences in the distribution of abdominal circumference and lower chest circumference 
with respect to body weight or body fat percentage may reflect the deposition of visceral 
fat anatomically. Clear sex differences may also be seen in the differences in this 
distribution. The aim of this study was to investigate the sex differences in the correlations 
between trunk circumference, body mass index (BMI) and body fat percentage (%BF) in 
university students. The data used in the analysis were from 180 young males and 744 
young females. The  subjects’ BMI,  %BF,  chest  circumference,  lower  chest  
circumference,  abdominal circumference, and pelvic circumference were measured. No 
significant sex difference was observed  in  BMI  or  pelvic  circumference.  Female  %BF  
was  significant  higher  than male %BF. Body weight, chest circumference, lower chest 
circumference, and abdominal circumference were significantly higher in males than in 
females. The correlations between the respective trunk circumferences and BMI and %BF 
were all significant in both males and  females.  All  correlation  coefficients  were  higher  
in  males  than  in  females.  The intersection of the lower chest circumference and 
abdominal circumference may be a simple indicator of the inflection point for a marked 
increase in visceral fat in males. In females, however, the intersection was at a little earlier 
stage and was not a point that estimates disease risk. 
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緒言

　 身体の大きさを示す形態情報の中で体格指数
（Body mass index: BMI）は、やせ、普通、肥満
の判定に用いられている。肥満の体型的特徴には
性差が存在し、性によって脂肪が沈着する組織が
異なる。この特徴は、肥満の亢進により閉経前の
女性では皮下への脂肪の沈着が進行し、下腹部と
臀部を中心とした洋ナシ型体型と表現されるのに
対して男性では、腹腔内への脂肪蓄積が主となり
腹部を中心としたリンゴ型体型と表現されている

（梶村ら、2016）。そうなると、肥満に伴う腹囲の増
大は、男性では腹腔内脂肪が女性では皮下脂肪
が中心となる。腹囲は、メタボリック・シンドロー
ム（Metabolic syndrome: MS）の判定基準の一
つであり、臍部の CT スキャンによる内臓脂肪面
積（Visceral fat area: VFA）の 100cm2 を推定
する簡便な手法として用いられている。佐藤ら

（2016）の日本人を対象とした VFA と皮下脂肪
面積（Subcutaneous fat area: SFA）の男女間の
差を検討した報告では、男性の VFA は女性のそ
れより 1.4 ～ 1.6 倍広いが SFA では逆転して女
性の方が男性の 1.3 ～ 1.4 倍であり、これらから
算出される SFA/VFA 比では男性が 1.2 ～ 1.3 
倍であるのに対して女性では 2.2 ～ 2.8 倍と約 2 
倍の近い性差が存在することを示した。この報告
を基にすると、肥満による腹囲の変化は、男性で
は皮下脂肪と内臓脂肪が同程度に貢献するのに
対して、女性では内臓脂肪よりも皮下脂肪の貢献
度が高いものと推察される。しかし、皮下脂肪と
内臓脂肪の変化の関係は常に直線的な関係では
なく、これまでに日本人を対象とした研究では、
VFA がメタボリック・シンドロームの判定基準
の 100cm2 を超えると SFA の分布が頭打ちにな
る こ と が 報 告 さ れ て お り（Demura & 
Sato,2008）、この際の男性の VFA は 125.8 ～
133.1 cm2 と判定基準より高いのに対して女性の
それでは 87.2 ～ 96.1cm2 と低い性差が報告され
ている（Sato, et al. , 2015）。ここで示された性差
は、腹部の白色脂肪組 織でも内臓脂肪と皮下
脂 肪 が 発 生 学 的 に 異 な って い るとの 報 告 

（Gesta, et al. , 2006）があり、これが両者の機能

（Yamamoto, et al. , 2010）および脂肪組織の分
化 の 差 異（Sakai, et al. , 2007、Joe, et al. , 
2009）を生じさせている可能性もあることから、
脂肪沈着部位のみならずその量的な変化にも性
差が存在することが示唆されている。骨組織、脂
肪組織および筋組織は、発生学的には中胚葉系
幹細胞を前駆体としており、可塑性の高い組織で
ある（Vodyanik, et al. , 2010）。そうなると、身体
の各部位の周囲径は、脂肪組織および骨格筋そ
れぞれの量的な大きさに左右されることは容易に
理解される。したがって、体型は、脂肪および骨格
筋の量的な表現型と捉えられる。石垣ら（2013）
は、BMI と体脂肪率から身体各部位の周囲径を
高精度で推定する重相関式を報告していることか
ら、身体の大きさに対する体脂肪の影響は大きな
ものと考えられる。体幹部の周囲径は、骨格筋、皮
下脂肪組織および内臓脂肪組織の量的な影響を
受けるに違いないが、これには部位および性によ
り差が表出する。胸囲は、女性では乳房の発達の
影響が大きく表出するであろうし、同様に腰囲は、
骨格に加えて男性には無い子宮や卵巣などの臓
器が存在する。これらに対して下部胸囲および腹
囲は、解剖学的な性差の影響を受けにくい場所と
いえる。したがって、腹囲と下部胸囲は、脂肪沈着
部位の性差を比較することが可能な部位であると
考えられる。前述した（佐藤ら、2016）腹部の脂肪
沈着の性差を基にすると、女性の腹囲は、体重の
変化には皮下脂肪の貢献が中心となるのに対し
て、男性では皮下脂肪および内臓脂肪が同程度
に貢献する。これに対して下部胸囲は、胸郭の大
きさと皮下脂肪の量を反映するものと考えられる。
したがって、男性の体重または体脂肪率に対する
腹囲と下部胸囲の分布の差異は、女性よりも内臓
脂肪の沈着度を反映するであろうと想像される。
そうなると、この分布の差異には明らかな性差が
認められる可能性が考えられる。そこで本研究
は、この仮説を検証するために発育期がほぼ終了
したと考えられる大学生を対象として体幹部の周
囲径と BMI および体脂肪率との相関関係の性
差を検討することを目的とした。

方 法

1．被験者
　 被験者は、事前に実験内容に同意をした日本
人大学生（男子 186 名、女子 774 名）であった。
本研究は、愛知県立芸術大学及び愛知県立芸術
大学大学院で制定された「ヒトを対象とする研究
ガイドライン」に則り、愛知県立芸術大学及び愛
知県立芸術大学大学院における「ヒトを対象とす
る研究」の倫理委員による審議後、学長から承認
を得て実施された。

2．身体組成および身体計測
　 身長は、身長計を用いて 1 mm 単位で計測
し、体重および身体組成は多周波生体電気イン
ピーダ ンス 法（Multi-frequency bioelectrical 
impedance ana lys is :  MFBIA）（MC-19 0、
TANITA）によって計測した。なお、MFBIA は 
BIA 測定器の中でも水中体重法や DEXA 法な
どとの相関関係が高く、単周波の BIA 測定器よ
りも体脂肪率の推定精度が高い事が報告されて
いる（Bedogni,et al. , 2002, Sun, et al. , 2005）。
本測定で用いる項目は、身長と体重から算出され
る BMI および体脂肪率とした。身体各部位の周
囲径は、身体計測用テープを用いて 1 mm 単位
で測定した。本研究で採用した計測部位は、胸

囲、下部胸囲、腹囲および腰囲とした。胸囲は乳頭
部と肩甲骨下角を結ぶ周囲径とし、下部胸囲は剣
状突起部の、同様に腹囲では臍部の、腰囲では矢
状面の臀部後方最突起部位の水平周囲径とした。

3．統 計
　測定項目全ての男女別の平均値と標準偏差か
ら、平均値 ±3 標準偏差の範囲外の値を外れ値と
してデータ解析から除去した。その結果、最終的に
解析に使用したデータ数は、男子が 180 名、女子
が 744 名となった。被験者全体の全測定項目の平
均値と標準偏差を表 1 に、同様に外れ値を除外し
て解析対象のみのそれらを表２に示した。全測定
項目の平均値の性差の検定には、対応の無い t 検
定を用いた。周囲径と BMI 間および周囲径と体
脂肪率間との相関関係を Pearson の積率相関で
解析した。男女それぞれの各周囲径間の相関係数
の差は z 値を算出して検定した。全ての統計の有
意判定は、危険率 5％とした。　

結 果

1．全測定項目の平均値の性差について（表 2）
　 BMI および腰囲を除いた全ての測定項目で有
意な性差が認められた。有意差が認められた項目
は、体脂肪率を除いて全て男子が女子よりも高値

であった。
２．体幹部の周囲径と BMI および体脂肪率
　との 1 次回帰係数、切片および相関係数
　について（図１、図 2、表 3）
　 BMI または体脂肪率に対する体幹部の周囲
径の回帰直線は、男女共に上から腰囲、胸囲およ 
び下部胸囲の順であり、これら 3 者は交わること
なくほぼ平行であった。これらに対して腹囲の回

帰直線は、BMI および体脂肪率が低値ではこれ
ら４者の中で最下位であるのに対して、BMI およ
び体脂肪率が増加するに従い下部胸囲のそれに
近接するまたは男子の BMI との関係では交差す
るものであった。体幹部の周囲径と BMI および
体脂肪率との相関係数は、男女とも全項目で有意
であった。男子の BMI および体脂肪率と腹囲と
の相関係数は、他の 3 部位のそれよりも有意に高

く、反対に腰囲は BMI との関係では他の 3 部
位よりも、体脂肪率との関係では下部胸囲および
腹囲よりも有意に低かった。いずれの場合も胸囲
と下部胸囲の相関係数間には、有意な差は認めら
れなかった。同様に女子の BMI および体脂肪率
と胸囲との相関係数は、下部胸囲のそれよりも有
意に高く、下部胸囲のそれは、腹囲および腰囲の
それよりも有意に低かった。BMI との腰囲との相
関係数は、腹囲のそれよりも有意に低かった。

考察

１．性差
　本研究の被験者には、BMI および腰囲に有意
な性差が認められないが、体脂肪率では女子が
男子よりも有意に高いことから、同程度の体格に
対する身体組成の性差を明確に示された（表 2）。
　体幹部の周囲径と BMI との相関係数は、男子
と女子の双方とも同一項目で体脂肪率との相関係
数よりも高値であった（表 3）。また、体幹部の周
囲径と BMI および体脂肪率それぞれの相関係
数は、同一周項目で女子よりも男子の方が高値で
あった（表 3）。このことは、体幹部の周囲径は、体
脂肪率よりも BMI において説明可能である割合
が高いことを示し、さらに、男女間では女子よりも
男子において BMI および体脂肪率の両者で説
明可能である割合がより高いことを示す。BMI の
個体差は身長に対する骨格筋および脂肪の量を
反映するものと考えられるが、体脂肪率のそれで
は脂肪の沈着度しか反映しないことから、体幹部

の周囲径が体脂肪率よりも BMI とより緊密な関
係にあると理解できる。しかし、BMI のみならず
体脂肪率の双方とも女子よりも男子が体幹部の周
囲径との関係が緊密である点については、予想し
た結果と異なっていた。なぜなら、BMI の平均値
に男女間で有意な性差が無いのに対して体脂肪
率ではそれが認められ、その値も女子が 2 倍程
度大きいことから（表 2）、女子の体幹部の周囲径
は脂肪に大きく依存すると考えられた。特に女性
に多く認められる洋ナシ型体型（梶村ら、2016）
は、下腹部から臀部にかけての皮下脂肪の沈着を
表現したものであることから、女子の腰囲には体
脂肪率との関係が強く表出するものと考えられた
が、この部位においても BMI よりも相関係数は
低いものであった。したがって、男女共に体幹部
の周囲径は骨格筋と体脂肪の両者の影響を強く
受けることを再確認した。
　男子で BMI および体脂肪率と最も強い相関
関係を示したのは腹囲であり、逆に最も弱い関係
であったのは腰囲であった（表 3）。これが女子で
は腰囲と最も強い関係にあり、下部胸囲が最も弱
い関係にあった（表 3）。これは、体重および体脂
肪率の変化に対して男子の場合では腹囲が相同
的に変化することを示し、ここには内臓脂肪の貢
献が大きいものと推察される。 腰囲は、男子と女
子では体幹部における BMI および体脂肪率との
関係の緊密さの順位が逆転していた。男子では相
関係数が最低であった腰囲も女子では最高値で
あることから、男子では腰囲以外の他の 3 部位

が BMI および体脂肪率と緊密な関係にあり、逆
に女子では腰囲以外の他の 3 部位がそれらと弱
い関係にあると考えられる。 BMI に対する腰囲
の回帰係数および切片は男女間でも大きくかけ離
れたものではないことから、大学生の腰囲は体重
の変化に対して性差なく同じような変化をするも
のと考えられる。本研究では解剖学的見地から下
部胸囲と腹囲との関係に注目をしたが、腰囲を男
女に共通する基準として他の部位の周囲径と比較
することは可能であると考えられる。男性の腰囲
の回帰係数に対して下部胸囲のそれは 0.18 高値
であるが、女子の場合では逆に 0.22 低値であ
る。下部胸囲は、体重の変化に伴う腰囲の変化対
して男女で異なる現象を示す部位であると考えら
れる。また、男子の腰囲の回帰係数と他の 3 部位
のそれらとの差は 0.18 ～ 0.88  であるのに対し
て、女子では -0.22 ～ 0.23 と男子よりも狭い範囲
に収まることから、体重の変化に伴う体幹部の周
囲径の変化率は女子よりも男子が大きく、その代
表的な部位は腹囲（腰囲との回帰係数の差、男
子：0.88、女子：0.23）であった。男性の縦断的な
加齢変化は、腹囲が腰囲よりも変化度が高いのに
対して、女性ではこれら両者が同程度の割合で変
化した報告（Shimokata,et al. ,1989）があり、本
研究の結果もこの報告を支持するものであった。
また、Noland & Kearney（1978）は、女子大学生
の腹部から大腿部までの特定部位の運動トレーニ
ングと種々の有酸素トレーニングを 10 週間実施
した結果、腹囲および腰囲はどちらの運動でも同
程度に減少することを示し、これからも本研究の
女子の腹囲と腰囲の回帰係数の差が小さい事も
妥当な結果であったと判断される。

2．下部胸囲と腹囲
　男女共に下部胸囲と腹囲の BMI または体脂
肪率に対する 1 次回帰直線は、BMI または体脂
肪率が増加するに従って腹囲のそれが下部胸囲
のそれに近接することが判明した（図 1 および図 
2）。したがって、BMI および体脂肪率に対して腹
囲は、下部胸囲と交差する分布であることが理解
される。この下部胸囲と腹囲の両回帰直線の交点
は、下部胸囲と腹囲が同じ太さとなることを示す

形態学的なポイントとなる。そこで、これら両者の
交点を回帰式の外挿法によって算出した。男子の 
BMI との回 帰 式による交 点は、BMI が 28.3 
kg/m2 で周囲径が 93.2 cm であり、同様に体脂
肪率とのそれでは体脂肪率が 32.0 % で周囲径
が 93.3 cm であった。女子においても同様の検
討を行うと、BMI が 29.8 kg/m2 で周 囲 径 が 
84.3 cm であり、体脂肪率が 46.6 % で周囲径が 
82.3 cm であった。これらの結果から、下部胸囲
と腹囲の交点は、BMI および体脂肪率のいずれ
でも女子よりも男子が低値であるにも係らず交点
の周囲径は逆転し、女子のそれが男子よりも低値
であった。交点の周囲径が男子よりも女子で低値
を示したのは、本研究の BMI の平均値に男女間
で有意差が認められないものの腰囲を除いた周
囲径は男子が有意に高値であり、反対に体脂肪率
では女子が男子よりも有意に高値であったことか
らも妥当であると考えられる。そして、BMI で認
められた交点の性差は腹囲における内臓脂肪の
貢献度を示しているものと推察される。この結果
は、前述した佐藤ら（2016）の報告の女子の腹囲
の変化には皮下脂肪の貢献度が高く、男子のそれ
では皮下脂肪と内臓脂肪が同程度に貢献する結
果を支持した。

3．下部胸囲と腹囲との交点の検証
　本研究で得られた BMI に対する下部胸囲と
腹囲との交点（男子：93.2 cm、女子 84.3 cm）は、
健康科学の立場からするとどのような意味を持つ
のであろうか？前述した男子の交点は、BMI の判
定では肥満度 1 もしくは女子ではさらに肥満度 
2 の直前のレベルを示すことになる。これに対し
て 我 が 国 の MS 判 定 基 準 ( 日本 肥 満 学 会 , 
2016)  となる腹囲（男性：85cm、女性：90cm）
と比較すると、男子ではこの判定基準のカットオ
フ値を超えるが、女子ではこれ未満となる。ただ
し、坂本ら（2008）は、MS の腹囲の基準が適切で
ないとし、MS 検討委員会の記述統計値から腹囲
の感度と特異度を直接評価する再解析を行った
結果、腹囲のカットオフ値は男性では 86.9cm、女
性では 84.5cm であることを示した。この考えに
従うと、下部胸囲と腹囲の交点は、男女共にこの

判定による MS の基準を満たす肥満と考える事
ができる。そうすると、下部胸囲と腹囲の交点は、
男女共に MS の潜在的なリスクが存在するポイ
ントとなる。MS は、内臓脂肪の過剰な蓄積が健
康リスクを大きく増加させることから、このリスク
が増加するポイントも重要であると考えられる。前
述した Sato et al.（2015）は、皮下脂肪の蓄積が
頭打ちになる際の VFA から腹囲を推定してお
り、この 65 歳未満の値は男性で 92cm であり、
同様に女性で 90.5cm と報告していることから、
本研究の男子の下部胸囲と腹囲との交点は、内臓
脂肪が著しく増えるポイントとほぼ一致していた。
したがって、下部胸囲と腹囲の交点は、男子では
内臓脂肪が著しく増加する変曲点の簡易的な指
標として利用できる可能性があると考えられる
が、女子ではこの前段階であり疾病リスクを推定
するポイントにはならないと考えられる。

4．結論と研究の限界
　男女共に体幹部の周囲径は、骨格筋と体脂肪の
両者の影響を強く受けることを再確認した。腰囲
は、体幹部の周囲径の中で平均値に男女間で唯
一有意差が認められない項目であり、BMI に対す
る腰囲の回帰係数および切片は男女間でも大きく
かけ離れたものではなかった。下部胸囲と腹囲の
交点は、男子では内臓脂肪が著しく増加する変曲
点の簡易的な指標として利用できる可能性がある
と考えられるが、女子ではこの前段階であり疾病
リスクを推定するポイントにはならないと考えられ
る。本研究の限界としては、男女間の例数に大き
な差があることである。体脂肪率推定では、ゴー
ルデンスタンダードである DEXA 法を用いず 
BIA 法を採用した。したがって、DEXA で測定
された場合でも同様の結果が得られるのかを確
認する必要がある。

5．利益相反
　著者全員は、本論文の研究内容について他者と
の利害関係を有しない。

文献
Bedogni , G. , Malavolt i , M. , Severi , S . , Poli , 

　M., Mussi , C. , Fantuzzi , A. L . and Battis
　tini, N. （2002） Accuracy of an eight-point 
　tactile-electrode impedance method in the 
　assessment of tota l body water. Eur. J. 
　Clin. Nutr., 56: 1143-1148.
Demura , S . and Sato, S .（2008）Nonlinear 
　relat ionships between viscera l fat area 
　and percent  reg iona l  f at  mass  i n  t he  
　trunk and the lower l imbs in Japanese 
　adults. Eur. J. Clin. Nutr., 62(12):
　1395-1404.
Gesta, S . , Bluher, M., Yamamoto, Y. , Norris, 
　A. W., Berndt, J. , Kralisch, S. , Boucher, J. , 
　Lewis, C. and Kahn, C. R. (2006) Evidence 
　for a role of developmental genes in the 
　origin of obesity and body fat distribution. 
　Proc. Natl. Acad. Sci. USA.,103:  
　6676-6681.
石垣享，藤井勝紀，田中望，伊藤幹，花井忠征
　（2013）女子大学生の BMI および身体組成から
　推定される身体各部位の周囲径 . 教育医学，
　58: 351-357.
Joe, A. W., Yi, L. , Even, Y. , Vogl, A. W., and 
　Rossi , F. M. (2009) Depot-specific differ
　ences in adipogenic progenitor abundance 
　and proliferative response to high-fat diet. 
　Stem. Cells,27:2563-2570.
梶村慎吾，箕越靖彦（2016）肥満症：いま，何を知
　るべきか？ 何をするべきか？．実験医学，
　34:12-18．
日本肥満学会（2016）第 2 章 肥満の判定と肥満
　症の判定基準 . 肥満症診断ガイドライン，4-17.
Noland ,  M . and Kearney,  J .  T.  (1978 )  An
　thropometric and densitometric responses 
　of women to specific and general exercise. 
　Res. Q., 49 (3): 322-328.
Sakai, T. , Sakaue, H. , Nakamura, T. , Okada, 
　M., Matsuki, Y., Watanabe, E., Hiramatsu, 
　R . , Nakayama , K . ,  Nakayama , K . I .  and 
　Kasuga , M . (2 0 07 ) Skp2 controls ad ipo
　cyte proliferation during the development 
　of obesity. J. Biol. Chem., 282: 2038-2046.

坂本亘，五十川直樹，後藤昌司 (2008)  日本の
　「メタボリック・シンドローム」判定基準の統計
　的問題．行動計量学，35(2): 177-192.
Sato, S . , Demura , S . and Nakai , M.（2015）
　Storage capacity of subcutaneous fat in 
　Japanese adults. Eur. J. Clin. Nutr., 
　69(8): 933-938.
佐藤進，出村慎一，仲井培雄（2016）横断的資料
　から観察される日本人成人の皮下脂肪蓄積容
　量の特徴 . 教育医学，61: 310-318.
Shimokata, H., Andres, R., Coon, P. J. , Elahi, 
　D. , Muller, D. C. and Tobin , J. D. (1989）
　Studies in the distribution of body fat . II . 
　Longitudinal effects of change in weight . 
　Int. J. Obes., 13(4):455-464.
Sun, G. , French, C. R. , Martin, G. R. , Young
　husba nd ,  B . ,  Green ,  R .  C . ,  X ie ,  Y.  G . ,  
　Mathews, M. , Barron,  J. R . , Fitzpatrick,  
　D. G., Gulliver,  W. and Zhang,  H. （ 2005 ） 
　Comparison  of multifrequency bioelectri
　cal impedance analysis with dual-energy 
　X-ray absorptiometry for assessment of 
　percentage body fat in a large , hea lthy 
　population. Am. J. Clin. Nutr., 81: 74-78.
Vodyanik, M. A., Yu, J. , Zhang, X. , Tian, S . , 
　Stewart , R . , Thomson, J. A. and Slukvin, 
　I . I . (2010) A mesoderm-der ived precur
　sor for mesen　chyma l stem and endo
　thelial cells . Cell Stem. Cell, 7:718-729.
Yamamoto, Y., Gesta, S. , Lee, K. Y., Tran, T. 
　T. , Saadatirad, P. and Kahn, C. R . (2010) 
　Adipose depots possess unique develop
　mental gene signatures . Obesity (Si lver 
　Spring), 18: 872-878.

23スポーツ健康科学研究  40 : 23 〜 30, 2018 .22 スポーツ健康科学研究  第40巻　2018年


